

川口市中小企業等原油価格等高騰対策支援金申請書兼請求書（提出用）
様式第１号



令和　　年　　月　　日

（あて先）川口市長

　(申請者)　　　〒
事業所住所：
事業所名 (フリガナ)：
代表者役職：
代表者氏名 (フリガナ)：
電話番号：
※日中の問い合わせに対応できる電話番号にしてください
メールアドレス：

　私は、川口市内で事業を営んでおり、今般の中東情勢による石油等由来製品の価格高騰・供給不足の影響を受けました。
　つきましては、川口市中小企業等原油価格等高騰対策支援金の交付を申請いたします。
記
１　事業所に関する事項
	項　目
	申請者記入欄

	① 事業形態
（いずれかにチェック☑してください）
	□ １．法人
□ ２．個人事業者

	② 交付の対象となる事業所名
※市内事業所に限る
※複数ある場合は「●●ほか○か所」と記入
	

	③ 交付の対象となる事業所の所在地
※市内事業所に限る
※②で記入した事業所の所在地
	川口市

	④ 従業員数
	

	⑤ 個人事業主の生年月日（※個人事業者のみ）
	　　　　　年　　　　月　　　　日

	⑥ 法人の種類（※法人のみ記載）
　※例　株式会社、社会福祉法人、医療法人
	

	⑦ 資本金　　（※法人のみ記載）
	

	⑧ 法人番号　（※法人のみ記載）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


[image: ]（受付欄）



２　売上総利益（粗利）に関する事項
	項目
	申請者記入欄

	①売上総利益（粗利）が減少した月
（令和８年４月から７月のうち任意の単月）
	令和８年
	月　　　　　　

	②①の月の売上総利益（粗利）
	円　　　　　　

	③①の前年同月
	令和７年
	月　　　　　　

	④③の月の売上総利益（粗利）
	円　　　　　　

	⑤減少額（②－④）
	▲　　　　　　　　円　　　　　　



３　対象経費・請求額に関する事項
（１）令和８年４月から７月に購入した石油等由来製品購入額のうち、令和７年４月から令和８年３月に購入した当該製品価格からの増額分
（２）令和８年４月から７月に購入した石油等由来製品代替品購入額のうち、令和７年４月から令和８年３月に購入した代替前の製品価格からの増額分

　※別紙経費明細で算出して以下の表の太枠内を記入してください

	項目
	申請者記入欄

	（１）石油等由来製品の増額分
	円　　

	（２）石油等由来製品代替品の増額分
	円　　

	対象経費合計（１）＋（２）
	円　　

	[bookmark: _GoBack]交付決定額　　　　　　　　　　　　円
	請求額　　　　　　　　　　　　　 円


※原則、支援金の額は対象経費の２分の１から千円未満の端数を切り捨てた額となります
　※支援金の額は上限１０万円、下限１万円です


４　支援金振込先
	銀行名
	本支店名

	
	銀行・信用金庫
労金・信用組合
農業協同組合
	
	本店
支店
出張所

	金融機関
コード 
	
	
	
	
	支店コード
          
	
	
	

	預金種目　
	口座番号                            

	1普通・2当座
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義

	
フリガナ
　　　　　　　
	

	名義人氏名
	


※振込先の通帳の表面、通帳を開いた１・２ページ目の両方の写しを添付してください。
※電子通帳などで、紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳等の画面等の画像を提出してください。


５　同意書兼誓約書
内容を精読し、同意・誓約する場合は申請者チェック欄にチェック☑をつけてください。全てに同意・誓約しない場合は支援金を支給しません。
	事　項
	申請者
チェック欄

	・申請書の記載内容及び下記の事項に偽りがないことを誓約します。
	□

	・交付対象者の要件を満たしています。
	□

	・引き続き、事業の継続及び雇用の維持を図ります。
	□

	・市税の納付状況について確認することに同意します。
	□

	・次の不交付要件に該当しません。
①川口市暴力団排除条例に規定する暴力団、暴力団員等その他反社会的な団体に関連すると認められる者
②風営法に規定する風俗営業を行う者（接待飲食等営業を行う者を除く。）及び性風俗関連特殊営業を行う者
③宗教法人法に規定する宗教団体又は宗教性を有する団体等と認められる者
④納期の到来した市税について滞納がある者
⑤すでに川口市中小企業等原油価格等高騰対策支援金の交付決定を受けている者
⑥個人事業者にあっては、被扶養者
	□

	・虚偽の申請であることが判明した場合は、速やかに支援金を返還します。
	□






提出書類確認リスト
〇申請者全員が提出
	No.
	提出書類
	申請者
チェック欄

	1
	川口市中小企業等原油価格等高騰対策支援金申請書兼請求書
　※記入漏れがないか確認してください。
	☐

	2
	振込先口座の通帳の写し
※口座の名義は、法人は会社名義、個人事業者は申請者の口座に限ります。
※振込先の通帳の表面、通帳を開いた１・２ページ目の両方の写しを添付してください。電子通帳などで、紙媒体の通帳がない場合は、電子通帳等の画面等の画像を提出してください。
	□

	3
	「申請書２売上総利益（粗利）に関する事項」の売上総利益（粗利）が減少していることが確認できる帳簿等の写し
※試算表、売上台帳など月の粗利が確認できる書類を添付してください。
　※申請書に記入した箇所(金額)に色付けするなどわかるようにしてください。
	□

	4
	「申請書３対象経費に関する事項」の別紙経費明細
	□

	5
	「申請書３対象経費に関する事項」の別紙経費明細の金額が確認できる書類の写し
※仕入帳や仕入れ先からの請求書など、取引の明細(個別の数量や単価)が記録されている書類を添付してください。
　※申請書に記入した箇所(金額)に色付けするなどわかるようにしてください。
	□

	6
	直近期の確定申告書類の写し
【法人の場合】 
①法人税確定申告書　別表一
②法人事業概況説明書　おもて面・うら面
【個人事業者の場合】
①所得税及び復興特別所得税の確定申告書 第一表・第二表
②(青色申告の場合)青色申告決算書
　(白色申告の場合)収支内訳書

※税務署の収受日付印があるもの。ただし、e‐Taxにより確定申告を行った場合で、電子申告 （受付）日時及び受付番号の記載がない場合は、受信通知をあわせて添付してください。
※個人事業者で市民税の申告のみの方は、市民税申告書の写しを添付してください。
	□


〇申請者（法人）が市外で、市内に事業所がある場合（必須）
	7
	市内に事業所を有していることが確認できる書類の写し
・履歴事項全部証明書　・賃貸契約書　・営業許認可書　など
	該当者のみ
□


〇個人事業者全員が提出
	8


	本人確認書類の写し
・マイナンバーカード、運転免許証（表裏）、パスポート等
※マイナンバーカードの場合はおもて面（顔写真側）のみ
※マイナンバーカードの裏面(個人番号・QR側）は受取れませんので絶対に送らないでください
	該当者のみ
□
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川口市使用欄


